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  (百万円未満切捨て)

１．平成29年３月期の連結業績（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年３月期 223,468 1.9 8,519 △18.8 7,976 △19.3 4,638 △26.7 

28年３月期 219,239 20.6 10,489 57.8 9,878 64.5 6,329 127.8 
 
（注）包括利益 29年３月期 4,775 百万円 （△22.7％）   28年３月期 6,175 百万円 （113.4％） 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

29年３月期 290.03 － 13.5 4.7 3.8 

28年３月期 432.85 － 25.3 6.9 4.8 
 
（参考）持分法投資損益 29年３月期 － 百万円   28年３月期 － 百万円 
※当社は、平成27年10月１日を効力発生日として、１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり

当期純利益を算定しております。 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

29年３月期 178,347 36,447 20.4 2,278.70 

28年３月期 157,609 32,473 20.6 2,030.22 
 
（参考）自己資本 29年３月期 36,447 百万円   28年３月期 32,473 百万円 

 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

29年３月期 △940 △28,444 18,205 21,200 

28年３月期 19,327 △7,823 7,031 32,380 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
28年３月期 － 40.00 － 25.00 － 680 10.4 2.7 
29年３月期 － 25.00 － 25.00 50.00 799 17.2 2.3 
30年３月期（予想） － 25.00 － 25.00 50.00   14.2   
※当社は、平成27年10月１日を効力発生日として、１株につき２株の割合で株式分割を行っております。平成28年３月期の１株当たり第２四半期末配当金については当該株式分割

前の金額を記載しております。 
 
３．平成30年３月期の連結業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 113,606 3.8 4,251 7.9 4,115 9.7 2,231 △4.6 139.53 

通期 234,697 5.0 10,105 18.6 9,804 22.9 5,639 21.6 352.59 

 



※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

（注）詳細は、添付資料13ページ （５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）をご覧ください。 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年３月期 16,024,000 株 28年３月期 16,024,000 株 

②  期末自己株式数 29年３月期 29,448 株 28年３月期 29,068 株 

③  期中平均株式数 29年３月期 15,994,766 株 28年３月期 14,623,675 株 

※当社は、平成27年10月１日を効力発生日として、１株につき２株の割合で株式分割を行っております。期末発行済株式数、期末自己株

式数並びに期中平均株式数は、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。 

 
（参考）個別業績の概要 

１．平成29年３月期の個別業績（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年３月期 185,914 △2.3 4,894 △20.9 4,549 △22.4 2,408 △33.0 

28年３月期 190,338 20.7 6,184 75.3 5,866 93.4 3,593 217.1 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

29年３月期 150.58 － 

28年３月期 245.73 － 

※当社は、平成27年10月１日を効力発生日として、１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり

当期純利益を算定しております。 

（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

29年３月期 136,632 29,449 21.6 1,841.20 

28年３月期 129,344 27,775 21.5 1,736.51 
 
（参考）自己資本 29年３月期 29,449 百万円   28年３月期 27,775 百万円 
 
 
※  決算短信は監査の対象外です。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（１）将来に関する記述等についてのご注意 

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、現在入手している情報による判断及び仮定に基づく目標

値であり、リスクや不確実性を含んでいます。またその達成を当社として約束する趣旨のものではありません。実際

の業績は、今後様々な要因により、これら業績予想等とは大きく異なる結果となる場合があります。業績予想の前提

となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項については、４ページ「１.経営成績等の概況（４）今後の

見通し」をご覧ください。 

（２）決算補足説明資料の入手方法 

当社は、平成29年５月10日に機関投資家・アナリスト向け決算説明会を開催する予定です。当日使用する資料につい

てはＴＤｎｅｔにて開示し、当社ホームページへも掲載する予定です。 
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

 当連結会計年度（平成28年４月～平成29年３月）において、医薬品・調剤薬局業界では昨年４月に調剤報酬及び薬

価の改定が行われました。昨年４月の改定は、平成26年10月に厚生労働省より示された「患者のための薬局ビジョ

ン」の具現化に向け、かかりつけ薬局・かかりつけ薬剤師並びに健康サポート薬局の役割・評価などが具体的に示さ

れました。調剤薬局・薬剤師に対して、“患者本位の分業を実現する”ために地域連携、チーム医療の担い手の一つ

として、高度な服薬指導、服薬情報の一元的・継続的把握など従来以上に大きな役割を果たすことが求められていま

す。厚生労働省より示された諸施策にどれだけ応えられるかが調剤薬局に問われることとなりました。これらの改定

は、薬価の引き下げも併せて調剤薬局にとって大変厳しい内容となり、当社グループの業績は大きくマイナスの影響

を受けることとなりました。大変厳しい経営環境とはなりましたが、“患者本位の分業を実現する”との改定の主旨

を踏まえ、かかりつけ薬剤師としての服薬指導の推進、ジェネリック医薬品の使用促進などに全社を挙げて積極的に

取り組みました。 

 当連結会計年度の業績は、売上高223,468百万円（前年同期比1.9％増）と増収であったものの、利益面において

は、調剤薬局事業における改定直後のマイナスの影響、及び医薬品製造販売事業における厳しい価格競争などの影響

が大きく、営業利益8,519百万円（同18.8％減）、経常利益7,976百万円（同19.3％減）、親会社株主に帰属する当期

純利益4,638百万円（同26.7％減）と減益となりました。

 

〔各事業のセグメント別概況〕 

 

①調剤薬局事業

 同事業では、当連結会計年度において、昨年10月に日本で初めての調剤薬局である合同会社水野の２店舗を取得す

るなどＭ＆Ａにも積極的に取り組み、合計42店舗を新規出店し、12店舗を閉局いたしました。この結果、当連結会計

年度末時点での総店舗数は557店舗（物販専業１店舗を含む）となりました。調剤報酬につきましては、改定の影響

により一時的に減少しましたが、かかりつけ薬剤師としての服薬指導の推進、ジェネリック医薬品の使用促進、在宅

医療への積極的な取り組みなどにより、当連結会計年度末時点では、概ね前年同期の水準にまで回復いたしました。

ジェネリック医薬品の使用促進につきましては、“平成30年度から平成32年度末までのなるべく早い時期”の達成を

目指す数量ベース使用割合の政府目標である80％を当社では既に超えておりますが、引き続き積極的に取り組むとの

方針に変更はなく、数量ベース使用割合は当連結会計年度末時点で81.6％に達しております。在宅医療の実施店舗割

合は95.1％と引き続き非常に高い水準を実現しております。また、自社開発の電子お薬手帳「お薬手帳プラス」につ

きましては、機能改修・改善など利用者の利便性向上に努めた結果、登録会員数が15万人を超え、高い水準で増加を

続けています。売上高につきましては、Ｍ＆Ａを含めた新規出店効果などはありましたが、Ｃ型肝炎治療薬の大幅な

薬価引下げなど改定によるマイナスの影響が大きく、189,327百万円（前年同期比0.8％減）と僅かながら減少いたし

ました。一方、利益面においては、調剤報酬は想定以上に早期の回復を実現いたしましたが、診療報酬改定などの影

響により処方せん応需枚数が想定を下回ったことなどにより、各種経費の増加を増収による増益効果で補い切れず、

営業利益9,560百万円（同10.7％減）と減益となりました。 

 

②医薬品製造販売事業

 同事業では、当連結会計年度において、昨年４月の薬価改定により販売価格が低下したものの、一方で医療機関に

おけるジェネリック医薬品の使用が診療報酬改定の後押しもあり、引き続き増加傾向にあったことに加え、グループ

会社間の連携強化もあり、売上高は36,821百万円（前年同期比13.0％増）と増収となりました。一方、利益面におい

ては、積極的な投資活動などによる各種経費の増加に加え、先発品メーカーによる長期収載品の低価格販売攻勢、新

製品を中心としたジェネリックメーカー間の価格競争などのマイナス要因が大きく、営業利益1,719百万円（同

35.5％減）と減益となりました。生産能力につきましては、ジェネリック医薬品市場の拡大に向け、万全な生産・供

給体制を構築すべく、既存工場の生産設備を拡充・整備するとともに、年間最大生産能力100億錠が見込まれるつく

ば第二工場の建設が順調に進んでおります。販売品目につきましては、６月に24品目、12月に12品目の新製品を発売

する一方で、グループ会社間における重複品目の整理などを進め、当連結会計年度末で前連結会計年度末比37品目増

加し611品目となりました。 

 

③医療従事者派遣・紹介事業

 同事業では、昨年４月の調剤報酬改定で、かかりつけ薬局・かかりつけ薬剤師など薬局・薬剤師の果たすべき役割

が従来以上に拡充・強化されたことなどに伴い、薬剤師の派遣・紹介需要は引き続き高い水準で推移いたしました。

このような状況を背景に、派遣・紹介先の新規開拓による求人数の増強及び登録者数の確保などの取り組みを着実に

進めることにより、当連結会計年度における売上高は10,500百万円（前年同期比17.5％増）と増収となりました。他

方利益面においては、薬剤師確保に向けたＷＥＢへの広告掲載料の高騰などから利益率は若干低下しましたが、営業

利益は1,710百万円（同7.0％増）を確保し増益となりました。

- 2 -

日本調剤㈱　(3341)　平成29年３月期　決算短信



 

（２）当期の財政状態の概況 

 当連結会計年度末における資産合計は178,347百万円となり、前連結会計年度末の157,609百万円に対し、13.2％、

20,737百万円増加いたしました。また、当連結会計年度末の負債合計は141,900百万円となり、前連結会計年度末の

125,136百万円に対し、13.4％、16,763百万円増加いたしました。 

 流動資産は、前連結会計年度末84,838百万円に対し、△3.0％、2,511百万円減少し、82,327百万円となりました。

主な要因は、現金及び預金の減少11,185百万円などによるものであります。 

 固定資産は、前連結会計年度末72,770百万円に対し、31.9％、23,248百万円増加し、96,019百万円となりました。

うち、有形固定資産は、前連結会計年度末51,997百万円に対し、31.8％、16,515百万円増加し、68,513百万円となり

ました。その主な要因は、調剤薬局事業における新規出店及び事業譲受、医薬品製造販売事業における設備投資によ

るものであります。無形固定資産は前連結会計年度末10,122百万円に対し、65.7％、6,650百万円増加し、16,773百

万円となりました。その主な要因は、調剤薬局事業におけるのれんの増加によるものであります。投資その他の資産

は、前連結会計年度末10,650百万円に対し、0.8％、82百万円増加し、10,733百万円となりました。 

 流動負債は、前連結会計年度末68,985百万円に対し、△3.9％、2,679百万円減少し、66,305百万円となりました。

その主な要因は、買掛金の減少3,080百万円によるものであります。 

 固定負債は、前連結会計年度末56,151百万円に対し、34.6％、19,443百万円増加し、75,595百万円となりました。

その主な要因は長期借入金の増加20,057百万円であります。 

 純資産合計は、前連結会計年度末32,473百万円に対し、12.2％、3,973百万円増加し、36,447百万円となりまし

た。その主な要因は、利益剰余金の増加3,839百万円であります。この結果、自己資本比率は20.4％となりました。

 

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが△940百万円、投資活動に

よるキャッシュ・フローが△28,444百万円、財務活動によるキャッシュ・フローが18,205百万円となりました。この

結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比べ11,180百万円減少し、21,200百万円となりまし

た。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 主要な収入項目は、税金等調整前当期純利益7,827百万円であります。一方、主要な支出項目は、たな卸資産の増

加額△7,005百万円、仕入債務の減少額△4,135百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 主要な支出項目は、調剤薬局事業における新規出店及び医薬品製造販売事業における設備投資を主とした有形固定

資産の取得による支出△20,222百万円及び連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出△4,899百万円であ

ります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 主要な収入項目は、長期借入れによる収入33,600百万円であります。一方、主要な支出項目は、社債の償還による

支出△7,000百万円であります。

 

キャッシュ・フロー指標の推移

  平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期

自己資本比率（％） 15.5 13.5 13.6 20.6 20.4

時価ベースの自己資本比率

（％）
17.1 16.5 32.9 40.8 33.9

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年）
16.7 9.9 11.9 3.5 －

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
4.9 8.6 7.1 24.4 －

（注）各指標の算出方法は次のとおりであります。

自己資本比率：自己資本/総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い

①各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

②株式時価総額は、期末株式終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

③営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」を使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利息を支払っているすべての
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負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用して

おります。なお、営業キャッシュ・フローがマイナスの場合には、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレ

スト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。

 

（４）今後の見通し 

 昨年４月の調剤報酬改定では、平成26年10月に厚生労働省より示された「患者のための薬局ビジョン」の具現化に

向け、かかりつけ薬局・かかりつけ薬剤師並びに健康サポート薬局の役割・評価などが具体的に示されました。調剤

薬局に対しては、単に医薬分業の受け皿ではなく、地域医療、チーム医療の担い手の一つとして従来以上に大きな役

割が課せられ、行政の各種施策にどれだけ迅速に、且つ的確に応えられるかが問われることとなりました。このよう

な厳しい経営環境を背景に、調剤薬局業界におけるＭ＆Ａが従来以上に活発化いたしました。業界再編に向けた大き

なうねりがいよいよ顕在化しつつあります。平成30年３月期は薬価並びに調剤報酬改定のない年度ではありますが、

業界再編に向けた流れは後退することなく、さらに加速する可能性があります。 

 当社グループでは、過去に例のない医療・医薬品業界の大きな変革期を飛躍に向けた好機と捉え、再編後に勝ち残

る企業グループを実現するために、在宅医療の推進をさらに強化するなどかかりつけ薬局・かかりつけ薬剤師への取

り組みを強化するとともに、それぞれの事業について経営の効率化を進め、生産性を高めることに全力で取り組んで

まいります。 

 次期の業績目標としては、連結売上高234,697百万円（前年同期比5.0％増）、営業利益10,105百万円（同18.6％

増）、経常利益9,804百万円（同22.9％増）、当期純利益5,639百万円（同21.6％増）を目指してまいります。

 

(５）利益配分に関する基本方針

 当社は、株主の皆さまへの利益還元を経営上の重要課題の一つとして捉えており、成長性を確保するための内部留

保も十分に考慮しながらも、各期の経営成績に連動した形で最大限株主の皆さまに対して利益還元を図ることを基本

方針としております。また、当社は中間配当と期末配当の年２回の配当を行うことを基本方針としております。内部

留保資金の使途といたしましては、中長期的な事業拡大の原資として利用することとしております。

 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準に基づき連結

財務諸表を作成する方針であります。

 なお、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方

針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 32,385 21,200 

受取手形 197 73 

売掛金 25,839 26,698 

電子記録債権 774 872 

商品及び製品 15,328 21,455 

仕掛品 1,993 2,509 

原材料及び貯蔵品 4,695 5,550 

繰延税金資産 1,447 1,262 

その他 2,187 2,713 

貸倒引当金 △10 △7 

流動資産合計 84,838 82,327 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 36,733 39,675 

減価償却累計額 △15,196 △17,372 

建物及び構築物（純額） 21,537 22,303 

機械装置及び運搬具 7,862 12,690 

減価償却累計額 △2,007 △2,649 

機械装置及び運搬具（純額） 5,855 10,040 

土地 17,188 18,016 

リース資産 2,943 2,995 

減価償却累計額 △1,233 △1,582 

リース資産（純額） 1,710 1,413 

建設仮勘定 2,807 13,521 

その他 11,765 13,564 

減価償却累計額 △8,867 △10,346 

その他（純額） 2,898 3,217 

有形固定資産合計 51,997 68,513 

無形固定資産    

のれん 8,507 14,605 

その他 1,615 2,167 

無形固定資産合計 10,122 16,773 

投資その他の資産    

投資有価証券 945 1,039 

長期貸付金 886 817 

敷金及び保証金 6,932 7,072 

繰延税金資産 647 587 

その他 1,239 1,216 

投資その他の資産合計 10,650 10,733 

固定資産合計 72,770 96,019 

資産合計 157,609 178,347 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 41,989 38,909 

電子記録債務 2,664 2,124 

1年内償還予定の社債 7,000 - 

1年内返済予定の長期借入金 5,963 13,411 

リース債務 400 390 

未払法人税等 2,745 1,537 

賞与引当金 2,249 2,547 

役員賞与引当金 138 117 

資産除去債務 7 9 

その他 5,826 7,257 

流動負債合計 68,985 66,305 

固定負債    

長期借入金 50,621 70,678 

リース債務 1,337 1,002 

長期割賦未払金 1,040 609 

役員退職慰労引当金 957 949 

退職給付に係る負債 1,157 1,294 

資産除去債務 723 760 

その他 312 298 

固定負債合計 56,151 75,595 

負債合計 125,136 141,900 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,953 3,953 

資本剰余金 10,926 10,926 

利益剰余金 17,672 21,511 

自己株式 △44 △46 

株主資本合計 32,507 36,345 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 196 263 

退職給付に係る調整累計額 △231 △161 

その他の包括利益累計額合計 △34 101 

純資産合計 32,473 36,447 

負債純資産合計 157,609 178,347 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

売上高 219,239 223,468 

売上原価 180,171 184,210 

売上総利益 39,068 39,258 

販売費及び一般管理費 28,578 30,738 

営業利益 10,489 8,519 

営業外収益    

受取利息 6 1 

受取手数料 137 144 

受取賃貸料 378 404 

保険返戻金 - 75 

その他 217 157 

営業外収益合計 740 783 

営業外費用    

支払利息 790 687 

支払手数料 45 37 

支払賃借料 294 322 

固定資産除却損 35 113 

その他 185 164 

営業外費用合計 1,351 1,326 

経常利益 9,878 7,976 

特別利益    

固定資産売却益 22 28 

投資有価証券売却益 - 0 

特別利益合計 22 28 

特別損失    

固定資産売却損 - 6 

減損損失 219 171 

特別損失合計 219 177 

税金等調整前当期純利益 9,681 7,827 

法人税、住民税及び事業税 3,720 3,024 

法人税等調整額 △368 164 

法人税等合計 3,352 3,188 

当期純利益 6,329 4,638 

非支配株主に帰属する当期純利益 - - 

親会社株主に帰属する当期純利益 6,329 4,638 

 

- 7 -

日本調剤㈱　(3341)　平成29年３月期　決算短信



（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当期純利益 6,329 4,638 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △136 66 

退職給付に係る調整額 △17 69 

その他の包括利益合計 △153 136 

包括利益 6,175 4,775 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 6,175 4,775 

非支配株主に係る包括利益 - - 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

        （単位：百万円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 3,953 4,754 11,868 △3,059 17,515 

当期変動額           

剰余金の配当     △525   △525 

親会社株主に帰属する当期
純利益     6,329   6,329 

自己株式の取得       △6 △6 

自己株式の処分   6,172   3,021 9,194 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 - 6,172 5,803 3,015 14,991 

当期末残高 3,953 10,926 17,672 △44 32,507 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 

  
その他有価証券評価

差額金 
退職給付に係る調整

累計額 
その他の包括利益累

計額合計 

当期首残高 333 △213 119 17,635 

当期変動額         

剰余金の配当       △525 

親会社株主に帰属する当期
純利益       6,329 

自己株式の取得       △6 

自己株式の処分       9,194 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） △136 △17 △153 △153 

当期変動額合計 △136 △17 △153 14,837 

当期末残高 196 △231 △34 32,473 
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        （単位：百万円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 3,953 10,926 17,672 △44 32,507 

当期変動額           

剰余金の配当     △799   △799 

親会社株主に帰属する当期
純利益     4,638   4,638 

自己株式の取得       △1 △1 

自己株式の処分           

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 - - 3,839 △1 3,837 

当期末残高 3,953 10,926 21,511 △46 36,345 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 

  
その他有価証券評価

差額金 
退職給付に係る調整

累計額 
その他の包括利益累

計額合計 

当期首残高 196 △231 △34 32,473 

当期変動額         

剰余金の配当       △799 

親会社株主に帰属する当期
純利益       4,638 

自己株式の取得       △1 

自己株式の処分         

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

66 69 136 136 

当期変動額合計 66 69 136 3,973 

当期末残高 263 △161 101 36,447 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 9,681 7,827 

減価償却費 4,461 4,741 

長期前払費用償却額 107 104 

減損損失 219 171 

のれん償却額 663 976 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △9 

賞与引当金の増減額（△は減少） 167 279 

売上割戻引当金の増減額（△は減少） △130 － 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 40 △21 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 223 118 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 70 △7 

受取利息及び受取配当金 △27 △22 

支払利息 790 687 

固定資産売却損益（△は益） △22 △22 

投資有価証券売却損益（△は益） － △0 

売上債権の増減額（△は増加） △5,339 △46 

たな卸資産の増減額（△は増加） △881 △7,005 

仕入債務の増減額（△は減少） 11,212 △4,135 

前払費用の増減額（△は増加） △7 △84 

未払費用の増減額（△は減少） 265 132 

未払金の増減額（△は減少） 853 758 

その他 441 △349 

小計 22,787 4,093 

利息及び配当金の受取額 27 22 

利息の支払額 △792 △702 

法人税等の支払額 △2,695 △4,354 

営業活動によるキャッシュ・フロー 19,327 △940 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △5 － 

定期預金の払戻による収入 82 5 

有形固定資産の取得による支出 △6,880 △20,222 

有形固定資産の売却による収入 25 72 

無形固定資産の取得による支出 △243 △926 

投資有価証券の売却による収入 － 2 

長期前払費用の増加による支出 △104 △231 

事業譲受による支出 △454 △1,713 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△226 △4,899 

貸付金の実行による支出 △16 △443 

貸付金の回収による収入 115 103 

敷金及び保証金の差入による支出 △256 △385 

敷金及び保証金の回収による収入 160 134 

その他 △19 59 

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,823 △28,444 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,100 △236 

長期借入れによる収入 10,400 33,600 

長期借入金の返済による支出 △6,069 △6,509 

社債の償還による支出 - △7,000 

リース債務の返済による支出 △430 △412 

割賦債務の返済による支出 △431 △431 

自己株式の処分による収入 9,194 - 

自己株式の取得による支出 △6 △1 

配当金の支払額 △524 △802 

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,031 18,205 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 18,535 △11,180 

現金及び現金同等物の期首残高 13,844 32,380 

現金及び現金同等物の期末残高 32,380 21,200 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備（工場生

産設備を除く）及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 なお、この変更による当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象になっているものであります。 

当社グループは、調剤薬局事業、医薬品製造販売事業及び医療従事者派遣・紹介事業の三つの事業ユニットにより組

織が構成されており、各ユニット単位で包括的な戦略の立案及び事業活動を展開しております。従いまして当社グルー

プは、「調剤薬局事業」、「医薬品製造販売事業」及び「医療従事者派遣・紹介事業」の三つを報告セグメントとして

おります。 

「調剤薬局事業」は日本全国550店舗以上の調剤薬局の経営を、「医薬品製造販売事業」はジェネリック医薬品を主

とした医薬品の製造販売を、また「医療従事者派遣・紹介事業」では薬剤師、医師、看護師などの医療関係者を対象と

した人材の派遣紹介事業を行っております。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計処理の原則及び

手続に準拠した方法であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

連結財務諸表
計上額 

（注２）  
調剤薬局事

業 
医薬品製造
販売事業 

医療従事者
派遣・紹介

事業 
計 

売上高            

(1）外部顧客に対する売

上高 
190,866 20,351 8,021 219,239 - 219,239 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
7 12,246 912 13,166 △13,166 - 

計 190,874 32,598 8,934 232,406 △13,166 219,239 

セグメント利益又は損失

(△) 
10,707 2,668 1,599 14,974 △4,484 10,489 

セグメント資産 95,198 54,065 2,285 151,548 6,060 157,609 

その他の項目            

減価償却費 2,107 2,003 39 4,150 311 4,461 

のれん償却費 565 97 - 663 - 663 

減損損失 219 - - 219 - 219 

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
4,046 3,663 30 7,740 332 8,073 

（注）１．調整額は以下のとおりであります。 

(1) セグメント利益又は損失の調整額△4,484百万円にはセグメント間取引消去0百万円及び全社費用△4,485百

万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

(2) セグメント資産の調整額6,060百万円にはセグメント間取引に係る債権消去△204百万円、棚卸資産の未実現

利益の消去△159百万円及び全社資産6,425百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに

帰属しない敷金及び保証金、土地及び投資有価証券であります。 

(3) 減価償却費の調整額311百万円、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額332百万円は、全社資産

（建物等）にかかるものであります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

連結財務諸表
計上額 

（注２）  
調剤薬局事

業 
医薬品製造
販売事業 

医療従事者
派遣・紹介

事業 
計 

売上高            

(1）外部顧客に対する売

上高 
189,315 24,184 9,968 223,468 - 223,468 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
12 12,637 531 13,180 △13,180 - 

計 189,327 36,821 10,500 236,649 △13,180 223,468 

セグメント利益又は損失

(△) 
9,560 1,719 1,710 12,989 △4,470 8,519 

セグメント資産 94,235 75,551 2,335 172,122 6,224 178,347 

その他の項目            

減価償却費 2,154 2,222 25 4,403 338 4,741 

のれん償却費 878 97 - 976 - 976 

減損損失 171 - - 171 - 171 

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
4,238 18,742 45 23,026 317 23,344 

（注）１．調整額は以下のとおりであります。 

(1) セグメント利益又は損失の調整額△4,470百万円にはセグメント間取引消去36百万円及び全社費用△4,506百

万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

(2) セグメント資産の調整額6,224百万円にはセグメント間取引に係る債権消去△153百万円、棚卸資産の未実現

利益の消去△126百万円及び全社資産6,504百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに

帰属しない敷金及び保証金、土地及び投資有価証券であります。 

(3) 減価償却費の調整額338百万円、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額317百万円は、全社資産

（建物等）にかかるものであります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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【関連情報】

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

 

(2) 有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しておりま

す。 

 

当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

 

(2) 有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しておりま

す。 
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

      （単位：百万円） 

  調剤薬局事業 
医薬品製造 

販売事業 

医療従事者 

派遣・紹介事業 
合計 

当期末未償却残高 7,777 730 - 8,507 

 のれんの償却額については、セグメント情報に同様の情報を開示をしているため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

      （単位：百万円） 

  調剤薬局事業 
医薬品製造 

販売事業 

医療従事者 

派遣・紹介事業 
合計 

当期末未償却残高 13,973 632 - 14,605 

 のれんの償却額については、セグメント情報に同様の情報を開示をしているため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 2,030円22銭 2,278円70銭

１株当たり当期純利益金額 432円85銭 290円03銭

（注）１．当社は、平成27年10月１日付で普通株式１株につき普通株式２株の株式分割を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額を算定してお

ります。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 32,473 36,447

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 32,473 36,447

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（千株）
15,994 15,994

（注）１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の株式数については、自己名義所有株式分を控除し算定しておりま

す。

４．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
6,329 4,638

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益金額（百万円）
6,329 4,638

期中平均株式数（千株） 14,623 15,994

（注）１株当たり当期純利益金額の算定に用いられた期中平均株式数については、自己名義所有株式分を控除し算定し

ております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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